
















































が あ る。 そ の 結果 ， 経 営 の 貴重 な 資 本 を 浪 費し ， 不 能 率 な 径 営 活 動 を 招 来 し ，
獲 得 し うべ き利 益 を 喪 失 し ， 従 業 員 は 経 営 者 に た いし て 信 頼 感を 失 うに い た
った と い っ て よい。 ニ ／
か くし て ， 経営 者 は 当 該 企 業 の 欠 陥 を 認 識し ， 企 業 の 長 期 的 展 望 の も と に
長 期 に わ た っ て の安 定 成 長 を は か り うる 利 益 を 獲 得 す る た め ， 経 営 の問 題 点
を 解 消し ， そ の 体質 改 善 を 策 す る こ と が 必 要 であ り， こ こ に 長 期 計 画 策 定 の
必 要 性 が 生 じ て き た と い え る。
さ て， 長 期 計 画 と い っ て もそ の 内 容 は ， 極 め て広 範 囲 に お よ ん で い る。 そ
■ ■ －
こ で本 稿 で は ， 経 営 計 画 の意 味 す る と ころ ， 長 期 計 画 の 意 図 す る と こち お よ
び そ の 必 要 性 を 指 摘し ， 次 い で 目標 利 益 の 算 定 とそ の 達 成 を 希 望 す る 長 期 利
益 計 画 の 策 定 に つ い て， 以 下 論 述 す る こ とに す る6
なお ， 長 期 計 画 は 長 期 期 間 計 画 と長 期 個 別 計 画 とに 分 け ら れ るが ， 後 者 の
長 期 個 別 計 画 とし て は ， 設 備 投 資 ， 要 員 ， 研 究 開 発 ， 市 場 開 拓， 原 価 引 下 げ
等 の 個 々 の プT3 ジ ェ ク ト 計 画 が あ り， 長 期 計 画 とし て は ， 両 計 画 に わ た っ て
論 述 す る必 要 性 が あ り， 又 長 期 利 益 計 画 は短 期 利 益 計 画 を と お し て 実 施 さ れ
る も の で あ る か ら， 両 利 益 計 画 の 関 係 に つ い て も 論 述 し な け れ ば な ら)ない が ，
紙 面 の 制 約 が あ り， これ を 割 愛 す る こ とに し た。 し た が っ て， 本 稿 で は， 長
期 利 益 計 画 総 論 と もい うべ き も の に つ い て 論 述 す る こ と に な る。
コ2. 経営計画について ∧y ・。 ・
ここでは，計画の内容とその種類について論述することにする。
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は 競 争 相 手 の 計 画 し た 特 別 計 画 と い
っ
て よ い で あ ろ う






ゆる階層にお よん でい るこ とが理 解 され るのであ るが， 経営 計画 の一 つ であ
る利益計画 もか かる 意味， 内容を もつ とい って よい。
（2） 計画の種類
計画は 観点を 具 に す ることに よ づて種 々の計 画に区別 す るこ とが で きる。
すなわち,計 画の対 象を 個 々の問 題にお くか,あ るいは一定 期 間を 総括し た期
間にお くかに よっ て個 別 計画（projectplanning）と期 間計 画（periodplanning ）
に， 又その計 画期 間 が一年 以上 数年 にわ たる長 期 間の計 画か， 一年 以 内の短
期間 の計 画かに よっ て長 期 計画（long-rangeplanning ）と短 期 計画（short-rangeplanning
） に， さ らに 計画が経 営 構造側面を対 象 とす る か， あ るい は 日常O
業 務活動側面を対 象 とす るかに よって構造 計画（structureplanning）又 は基 本
計 画（fundamentalplanning ）と業 務 計画 （operatingplanning) とに区 別 さ れ
る如 く種 々の計画に 区別 す るご とが できる。以下， そ れぞ れ の計 画内容を 概
説し てお く。
① 個別計 画 と期 間 計画
個別計画 と期 間 計画 とを 提 唱し た のは,A../ ＼．J＼レの1955 年 の 「原 価 概念お
よび基 準委員会」（committeeoncostconceptsandstandards ）の 「経営 目的 のた
め の報告 の基 礎的 原価 概念 の試案 報告」（tentativestatementofcostconceptsunderlyingreportsformanagementpurposes
）で あ り， そ の報告 は計 画設定 に
あた って多 大の影響 をあ たえ るにい た った。 そ こでの報告 の要 旨を 略述 する
と，「目的 に よって企 業 の計 画は, （1）個別 計画, （2）期間 計画 に分類 さ れる。
個別 計画は， 経営 者が 特定 の問 題に直面し， 将来 の行動 コ ー スにつ い ての意
思決定をな さんが ため の各代替 案の評 価 であ る。 これに たいし て期 間計 画ぱ，
特定 期間に たいし て企業 の全 ての将来 活動にたいし て承 認さ れた一 組 の計画
又は 機能的 従属部 門に よって承 認 された一組 の計画を 組織的 に発展 させたプI=z
セ スであ り， 計 画設定 にあ た っ てこ の二つ の タイプは 同時に 行な わ れる こ
ともあ るし， 発生 す るこ ともあ る。 個 別計画を要 求す る もっ と も重 要 な問題
は， 散発的に 起 りやす く， 長期 間に お よぶ代替 案を含 ん でい るこ と であ る。
他方，期間 計画は 一 定 の時 間に 従 うこと であ る。 第二は， 経営 者は 代替 案を
実行 する時 間を統 制し うるこ とであ る。 そし て時間 に よって期 間 計画 のサ イ
クルを選択し うるこ とであ る。 これ ら の事 由からし て期 間 計画の過 程 の多 く
は， 実際には 個別 計 画であ り， 代替 案 の選択 の必要な場合は 個 別 計画を 包摂
150
3)
す る も の で あ る 」 と論 述 さ れ て い る が ， 個 別 計 画 は √ 経 営 者 が あ る特 定 の 問
題 に 直 面 し ， そ れ に た い し て 将 来 の 進 路 に つ い て の 意 思 決 定 を なす に あ た り，
各 代 替 案 を 評 価 す る プ ロ セ スで あ り， 期 間 計 画 は， 特 定 期 間 に たい し て 全 社
的 お よ び 機 能 別 部 門 に よっ て承 認 さ れ た 将 来 の行 動 を 容 認し た プ ロ セ スで あ
る と い う こ と で あ る。犬
② 長 期 計 画 と短 期 計 画
長 期 計 画 （long-rangeplanning) と短 斯 計 画 （short-rangeplannning ）は， 何
れ も企 業 の将 来 の進 路 を 示し ， 最 終 的 欧 達 成 目標 を 明 示 す る もの で あ るが ，
前 者 の 長 期 計 画 は， そ の 計 画 期 間 が 一 年 以 上 数 年 ， な が きは 十 年 に お よ ぶ 期
間 を 対 象 と す る の に た い し て， 後 者 の 短 期 計 画 は ， 通 常 一 年 以 内 の 期 間 を 対
象 とす る 如 く計 画 期 間 の長 短 に よ っ て 区 別 さ れ る。し かし ， そ こに は， 両 計
画 に 根 本 的 な 相 違 が あ る。 こ の点 に つ い てN ．A.A ． の 調 査 報 告 書 （researchreport,No.42
） の 「長 期利 益 計 画 の 設 定 」（long-rangeprofitplanning,1964 ）は ，
次 の 如 く論 述 し て い る。 す な わ ち， 「長 期 計 画 と短 期 計 画 の特 色 は， こ の二
つ の 計 画 設 定 活 動を 比 較 す る と 明 ら か で あ る。 マ ッ クア ラ ソ（D.H.Macallan ）
氏 の 論 述 を 引 用し ， 「短 期 計 画 は 現 在 の 環 境 と現 在利 用 で き る物 的 ， 人 的 資
源 を 認 め ， そ の 最 善 の方 法 で 需 要 供 給 の 市 場 問 題 に 対 処 し よ うと す る も の で
あ る。 比 較 的 弾 力 性 が 乏し く， 経 営 活 動 の 目的 に た い す る 結果 は， 比 較 的 効
果 の あ が ら な い 期 間 を 対 象 とし て い る。 他 方 ， 長 期 計 画 は 将 来 の問 題 に つ い
て 期 待し う る 機 会 を 経 営 者 に あ た え る ほ ど の余 裕 の あ る 期 間 であ り， 問 題 を
， 。4） ‥
解 決 す る の に 自由 な 行 動 の とれ る ほ ど の 長 期 間 を 対 象 とし て い る」 と論 述し
て い る が ， そ れ はレ 長 期 計 画 が 将 来 の 達 成 目標 ， そ の方 針 の決 定 ， さら に 目
標 達 成 の た め の 計 画 の設 定 に あ る が ， そ れ は 短 期 計 画 と 異 って 極 め て 弾 力 的
性 格 を も っ て い る と い うこ とで あ る。し
い
③ 基 本 計 画 と業 務 計 画 丿
計 画を 基 本 計 画 と業 務 計 画 と に 区 別 す る に い た う た の は， わ が 国 原 価 計 算
基 準 の 示 す と こ ろ セあ る。 そ こ で は 次 の 如 く説 述 さ れ て い る6 す な わ ち ，
「経 営 め基 本 計 画 を 決 定 す る に 当 り， こ れ に 必 要 な原 価 情 報を 提 供 す る こ と。
と こ に 基 本 計 画 とは ， 経 営 の動 態 的 変 化 に 適 応 し て 経 営 の 給 付 目的 た る製 品 ，
経 営 立 地 ， 生 産 設 備 等 経営 構 造 に 関 す る基 本 的 事 項 に つ い て ， 経営 意 思を 決






















区 分 基 本 計 画 業 務 計 画
性 質 基本構造の計画 執行条件の計画

















3. 長 期 計画 の目的， 必要性， そ の担当 者の役割 につ いて
（1） 長期計画の目的
長 期 計画は，一 年 以上 数年 ないし十 年 の長期 にお よぶ 将来 の見 透し のもと
に 企業 の安 定的 生長 をは か るために長 期 目標を 設定 す るが， これ を達成 す る
ため，長期 プi=1ジ ェ クト 計画を 策定し， そ れを 総合調 整し て長 期 期間計 画を
策 定 するプ ロセスを とるも， そ こに は， 経営 の体質 改善 ， 経営 構 造の改変を
は か る戦略 的 計画 の性 格を もってい る。 この点，短 期 計 画が 現在 の経営 構造
の もとでの経 営 目標 の達成を 意図す る戦術計画であ る のと極 め て対嘸的 であ
る。
さて， この長 期 計 画は，前述 の如 く戦略的 計画 （strategicplanning）とい わ
れ てい るが,R.N. アソ ソ ―－（RobertN.Anthony ）は， 企業 組 織 活動を 戦
略 的 計画（strategicplanning）, マネジ メント ・コントpt ール （managementCO-ntrol
）, オペ レ ーシ ョナル ・コン トpt ール （operationalcontrol）に 区分し， こ
の うち戦略的 計画 と マネジ メント ・コント ロ ―ル は， そ の思 考にお い て相通
ず るところ があ るが， そ の内容は 異ってい る。 そし て， 以下 の如 くそ れぞれ
の内容を 説述 され てい る。 す なわち，「戦略 的計 画は， 組織 の 目的 ， これら
第2 表 事業組織における活動の例
戦 略 的 計 画
マ ネ ジ メ ン ト ・ コ ン ト
μ － ノレ



























信用拡 張のコン ト= －ル
広告配分の コン ト= ―ル






















































る長期計画の使用によって恩恵を うけることができる。・・・ ! ，
激化せる競争と競争構造の変化(intensifiedcompetitionandchangesincom-
petitivestructures） ＼ 十一・
激 化 せる競 争におい ては， そ の徴 候は， し ばし ば利 益 の減少 と過 剰設備 の
存 在 となる。 ……
労務費 の相当 部分が変 動費から 固定 費へ と急 速に 転 換 す る（rapidtransfor-
mationofasubstantialproportionoflaborcostsfromvariabletofixed)















































































































会 計 担 当 者 の 提 供 す る 会 計 ， 財 務 関 係 の 資 料 は ， ノ経 営 者 の 意 思 決 定 を 援 助
す る 有 力 な 情 報 た る こ と は い う ま で も な い 。 し た が っ て ， 会 計 担 当 者 は ， 他
の ラ イ ン 部 門 管 理 者 ， 計 画 担 当 ス タ ッ フ と と も に 長 期 計 画 の 策 定 業 務 に 参 加
す る 必 要 が あ る 。
さ て ， 会 計 担 当 者 は ， 計 画 設 定 に あ た り 如 何 な る 貢 献 を な す べ き で あ る か 。
こ れ に つ い てN.A.A. の 前 調 査 報 告 書 は ， 次 の 諸 点 を 指 摘 し て い る 。 す な
わ ち ，
㎜ ■ ■ ■
ト 「1. 計
画 設 定 の 前 提 と し て 役 立 つ 背 景 情 報 を 提 供 す る こ と 。 会 計 担 当
者 は ， 過 去 の 実 績 ， 製 品 の 組 合 せ ， 設 備 と そ の 投 資 に 関 す る 研 究,C.V.P.
関 係 ， 製 品 別 利 益 ， キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 分 析 に よ る 計 画 設 定 領 域 に お い て 価
値 あ る 貢 献 を な し う る こ と 。2.
代 替 案 の 評 価 に お い て 経 営 者 を 援 助 し ， 提 案 さ れ た 行 動 コ ー ス の 財
務 上 達 成 可 能 性 を 評 価 す る こ と 。 関 連 デ ー タ を 分 析 し ， 財 務 上 の 用 語 で 表
示 す る こ と ， そ し て 経 営 上 の 意 思 決 定 を な し う る 信 頼 し う る 基 礎 た ら し め
る こ と 。3.
細 目 的 計 画 を 会 社 の 全 般 的 計 画 へ と 収 集 ， 総 合 ， 調 整 す る こ と 。4.
こ の 計 画 は ， 全 般 的 損 益 計 算 書 と 貸 借 対 照 表 を 作 成 さ せ る が ， そ の
後 ， 業 務 予 算 作 成 の 基 礎 と な る こ と 。5.
将 来 の 活 動 に た い し て 財 務 表 に 計 画 の 結 果 を 表 示 す る こ と 。6.
将 来 の 活 動 を 指 導 し ， 統 制 す る 基 礎 と し て 経 営 者 を し て 計 画 を 検 討
し ， 批 判 的 に 分 析 し ， そ の 改 訂 を 援 助 す る こ と 。7.



































利益( 率) の決定,(3) 大綱的長期利益計画の策定,(4) 長期プロジェクト計画
の策定,(5)長期利益計画の策定( 確定的長期利益計画), および(6) 長期資金計
画策定のプロセスをとるものと理解する。 こめ点に つい て吉田弥雄氏は・，
「(1)外部的環境と内部的情況の分析と予測,犬(2)長期利益目標の設定,(3) 長期




スを と ってい るが， ほぼ私見 とそ の見解を一 にし てい るとい って よい。し た
が づて， 長 期利 益計画 の策定にあ た っては ， 前述 のプp・セ スに 準拠し て論 述
す る必要 があ るが， ここでは√ 紙面 の制約 があ るの で， そ の うち，（1）計 画策
定 の前提, （2）長 期 目標 の設定,(3) 長 期 目標利 益 （率）の 設定 に つい て，以下。
そ の大要を 論 述す ることにす る。
（1） 計画策定の前提
計 画策定 の前提 とし て は， まず需要予 測 であ る。 こ の需要 予測につい てN.A.A.
の前 調査報告書は，「外部 の経 済的 条 件は， 企 業 の状 況に影響を あ
たえ， 経営 活 動に波及 す るものであ る。 そ れ ゆえ ， 経営 者 は， 企業 将来 の状
況 に たいし て 会社 の長 期戦略 と計 画目標を設 定 す る前提 指 標 とし て信頼のお
け る情報を 必 要とす る。 経済的状況は， 会社 のコン ト ロ ールす ることので き
な い外 部要 因 であ るから，会 社生存 のため に これに 順応し なければ なら ない。
正 確な長 期 経 済予測は， 会社を成 功に みち び くため に長 期 計画 の重要な要 素
であ り， 経営 者をし て合理的，適時 的 意思決定 と計 画を 行 なわせ ることに な18)
る」 と計 画策 定 の前提 とし て将来 の需 要予 測 を 求め てい る。 そし てこ の需要
予測を 行 な うには，人 口増 加率， 消費者 の嗜 好， 技術 の 進歩， 景気 の動向，
価 格の趨勢 等 心経済状 勢 の検討， 製品 の成 長 率，所 得 の 増加率， 購買力 の増
加率 等の検 討， さらに 他企業 の生 産， 販売 状況 等 からす る自己 の市場占拠率
等 の検討を 行 な うマ クロ的需要予測 と販売員， 販売 管理 者等 の見 積に よる ミ
クロ的 需要予 測を 行ない， こ の両 側面から の検討 に よっ て総 合的需要予 測を
決定 す る方 法を とることが のぞ まし い。
（2） 長期目標の設定
前 項 の計画 策定 の前提に もとづ い て企 業は， 全般的 目標達成 のため の長 期
目標を 設定 す ることが必要 であ る。 そ れは企業 の今 後の進 路を 指示し ，そ の
方向 づけ を 行 な うものであ るが， 企業 の長期 目標 の決定 にあ たっては， まず
企業 の生 産， 販売 の特 色 とそ の弱点 を認 識し ， 特 色をい かし， 弱点 を是正す
る態度 を と るこ とが 必要であ るが， それ がため に は√ 企業 の過 去の実績を 検
討し ， 現 状を 的 確に把 握す ることが肝要 であ る。
さて， 企業 の長期 目標 は， 極め て多 面的 にし て各領 域に お よぶ ものであ る
が， そ の一 例 とし てN.A.A. の前調査報 告書 記 載 のそ れを示 す と第3 表O19)
如 く であ る。 参考にな るところが多 い。
第3 表 達 成 目 標























d. 毎年， 少なくとも税引後利益を10% 増加させ るこ と3.
市場a.1961
年－1966 年の間に カナ ダの市場占拠率を16 ％から40 ％ に引上げ
るこ とb.1961
年一1966 年 の間に カナダの洗 剤市場 のマ ―ケット・ジ ェア ーを3%
から16 ％に引上げ ることc.
プ ラスティック業 界の占拠率を 引上げ， 塗装業 界の占拠率を維持す
ることd.1966
年 までに輸出を総売上高の15% から20 ％を 確保することe.1966
年 までに家庭用品部門 の直接販売費を売上高 の9% に引下げる
こ と 。・
£. 競争業者 の使用する製品や販売方法を研 究す るこ と4.
製品 ‥a
ニ1963 年 までに木材防腐 剤を完 成し，市場に 出すこ とb.




製造時間当 り毎年2% あ て生産高の増加をはかるこ とb.
従業員1 人当 り毎年5 ％の販売量を増加することc.












b. 規模の拡大， 又は経営 の多角化にたいし て， 資本費用を 税引後12 ％
のプロジェ クトの利益を確保す ること7.
設備a.
新設備 の建設までに現 設備 の85％の操業を少くとも維持す ることb.
現在使用し てい ない， 又これから3 年間使用されな・，ヽ固 定資産は，
売 却又は賃貸すること （それらが競争力を維持する もので ない ならば）8.
経営管理者 の職務 と研 究a.
あら ゆる部門管理者は， 彼らの 責任領域におけ る業績に よって報 酬
を うけるこ とb
。1966 年 までに， 少なくともト ップと中 間管理者 の2 人 の欠員を補充
するため有用な人 材を雇傭することc.
労務者の作業 と工場お よび原材料の利用につい て の管理方式を導入
し，利用すること9.
従業員の職務 と態度a.




年 までに年 間の従業員の移動率を14 ％から8% に引下げ ること10.
技術革新a
／: その他の 目標が達成された場合， 会社の資源開発又は 他会 社の 買収
又 は合 併に より成長 目標を実現すること（利益お よび市場につい て）b.
















































あ るが， そ の表示方 法に は 種 々 あ る 乱 吉 田弥雄 氏は，「(1)期 間利 益額，(2)
売 上 高利 益 率,(3) 資本利益率( 総資本利益率， 経営資本利益率， 自己資本利益
率√資本金利益率，貢献差益対業務区分資本比率),(4) 一株 当 りの収益力( 利益額)，










相 当 の 関 心 を 示 さ れ ば な ら な く な る と， ど うし て も 自 己 資 本 な い し 払 込 資 本23)
利 益 率 に も 相 当 の 注 意 を 向 け ねば な ら な く な る と思 う」 と論 述 され てい る が。
理 解 さ れ る と こ ろ であ る。 し た が っ て， 目標 利 益 は 総 資 本 利 益 率 を 主 軸 とし
て そ の 他 の資 本 利 益 率 等 を 併 用 す る こ と が 必 要 で あ ろ う。
（5） 長 期目標利 益の設定方法
長 期 利 益 計 画 に お け る 目標 利 益 の設 定 方 法 に つ い てN.A.A レ の 前 調 査 報
告 書 は ， 次 の方 法 を 示 し てい る。 す な わ ち ，
「（1) 演 絆 法 （Theapriorimethod)
こ の方 法 は ， 計 画 設 定 に 先 だ っ て 目標 利 益 を 定 め る こ と で あ る。 最 初 か
ら 経 営 者 は 長 期 に わ た っ て達 成 す べ き 一 定 の 利 益 率 を 指 示 し ， そ の 目的 に
た いし て 計 画 を 設 定 し ， 実 現 を は か ら ん と す る も の であ る。 こ の長 期 の利
益 目的 は ， 企 業 の理 論 的 な可 能 性 に 関 連 さ せ て決 定 さ れ る。 こ の適 切 な利
益 基 準に マ ッチ す る長 期 利 益 の 目的 は， 経 営 活動 に 即 応 す べ き利 益 目標 で
あ るo … …
ノ
（2） 帰 納 法 （Theaposteriorimethod ）
こ の 方 法 は ， 一 定 の利 益 率 とし て の長 期 利 益 を た て ず ， 利 益 目標 は 計画
設 定 に よ っ て 決 定 さ れ る が， そ れ は 計 画 設 定 の 副 産 物 で あ る。 … …(3)
実 用 的 方 法 （Thepragmaticmethod ）





































（9） シ ミュレ ーシ ョン方式
を示し てい る。 そし て長 期利益 目標の 細 目スヶ デ ュー ル は， 売 上高 から
製 品原 価を 控除し て限 界利益 を 求め， これから期間原 価 であ るキ ャパシ テ
ィ・コ ストを差引い て 純利益 を 算出す る方式 に より設定 す る。 限 界利 益 と
マ ネジ ド ・キ ャパシ テ ィ・コス トは， 主 とし て短 期利 益計画 で管理し， コ
ミテッド ・キ ャパシ テ ィ・コ ストと ポi; シ ー・コストは， 主 とし て長 期利
益 計 画で管 理す るが， 前者 の基 本趨 勢 の管理は 長期計 画 の対 象 とす る。 長
期利 益 計画 では， 戦略的 観点 から決 定 された キ ャパシ テ ィ・コ ストを 限 界
利 益 計画 に よってど う回収し ， かつ 目標利益を生 み出 すべ きかを使 用資 本26
）
と の関 係 から創出す る こと が課題 とな る」
と 論述 さ れてい る。
なお。 キ ャパシテ ィ・ コストに つい ては,N ．A.A. の調 査報告書，「キ ャ
パシ テ ィ・コ スト の会 計」（accountingforcostsofcapacity,1963 ）におい て説
述 され てい る。 そ こでは，「継続 企業 は， 常時 使用し うる よ うに 物的 設備，
経営 組織を 維持し なけ れば なら ない。 そし てこれから製造， 販売 のキ ャパシ
テ ィが提供 される。 将来 の活動 にそ なえ るため のキ ャパシテ ィを 保有 す るこ27
）
とに よって発生 す る費 用が キ ャパシ テ ィ・コ スト であ る」 と論述し， さらに
『キ ャパシ テ ィ・コスト と い う用 語は， 原価を構 成す る各 グル ープ の源泉を
明ら かにす るために 選ば れた も のであ る。 固定 原価， 期間原価 とい う用語は ，
原価 の源 泉 とは無関 係 であ り， そ の発生 状態 を示し た ものであ るから， キ ャ
パシ テ ィ・コ ストとは異 な るも のであ る。 個 々のキ ャパシ テ ィは， それ の固
定 化し てい る時 間，営 業 量 の範 囲は か な り異な るが， キ ャパシテ ィ・コスト
は ， 通常営業 量 が変 ると き固定 費 の性 格を もってい る。 又 キ ャパシ テ ィ・コ
スト は， キ ャパシ テ ィの利 用に よ り原価を 回収す る機会 が，当 該期 間の営業
量 に 比例し かい で， 時 間の経過 にし たが って消滅し てい くことが多い ので。283
か かる意味 で時 間原価 とい うこ とがで き る」 とそ の性 格を 明ら かにし てい る
が ， それは， 経営 の人的 組織， 物 的設 備 （および政策）等 に関す るも ので，能
力 費 と もい うべ きも のであ る。 そし て このキ ャパシ テ ィ・コストは, コ=－バソ ズ(MarshallK.Evans,
“Profitplanning,"HarvardBusinessReview,July-August,1959,pp.45






29） ‾ ” ‾’‾
量 原 価 （discretionarycosts) に 区 分 し て い る が ， 滞 留 原 価 は コ ミ テ








社的利益計画表（第4 表）を提唱してい る。 又事業部制採用の場合は，貢献
差益法によるべ き であるとして業務区分別長期利益計画表（第5 表）を提唱
されている。
第5 表の業務区分別利益計画表におけるキャパシティ・コストをより細分






特定部門に直課しうる固定費> 大部門固定費 （Bereichskosten）―, 事務部
門直課固定費－，企業固定費 （unternehmangsfixkosten）―, 企業全般に関する





















































































































































































































































































































































































































































































































































































原 価 負 担 額
総 計











純 売 上 高











正 味 売 上 高 49,000 39,500 38,500 29,200 156,200
直 接 的 製 品 原 価






















原 価 負 担 者 群
総 計
I n
原 価 負 担 者
A B C D
製 品 回 収 貢 献 額









回 収 貢 献 額







回 収 貢 献 額 18,500 11,700 30,200
大 部 門 固 定 費 3,100 7,000 10,100
回 収 貢 献 額 15,400 4,700 20,100
企 業 固 定 費 10,000




































































第8 表 長期資金計画表（5 か年）
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引 後 利 益
減 価 償 去p 費
貸 倒 引 当 金
価 格 変 動準 備金
新 株 発 行
社 債 発 行







役 員 賞 与 金
固 定 投 資
出 資 投 資
社 債 償 還
長 期 借 入 金 返 済
合 計
固 定 資 金 過 不 足
運転資金計画表
科 目 第1 年 第2 年 第3 年 第4 年 第5 年 5か年合 計
源
泉
固 定 資 金 過不足年 度 始 現 金預 金
支 払 手 形 増 減
買 掛 金 増 減
未 払 金 増 減
引 当 金 増 減




受 取 手 形 増 減
売 掛 金 増 減
有 価 証 券 増 減
短 期 借 入金 増 減
前 渡 金 増 減
棚 卸 資 産
製 品 増 減
仕 掛 品 増 減
原 材 料 増 減
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